
令和６年度採用試験問題 

 

【行政法】 

  次の会話は、衆議院法制局での上司Ａと部下Ｂが、新たな立法に取り組

むに当たり、ブレインストーミングをしているときのやりとりである。部

下Ｂの空欄①～④にふさわしい行政法上の論点を論じなさい（※会話文

は「です・ます」調で掲載されているが、解答に当たっては、「です・ま

す」調で表記しても、「だ・である」調で表記しても、採点には影響しな

い。）。 

Ａ：どのような行政分野の法律の立法に当たっても、法律において行政処

分の要件を書き切ることは難しいので、一定程度、行政庁の裁量を認め

るものになることはしばしばありますよね。法の要件について行政裁

量が認められる場面において、その判断が後に司法で争われることと

なったとき、行政処分の違法性はどのような基準で判断されています

か。あるいは、そうした一般論を定立することは難しいですか。 

Ｂ：①            

Ａ：そうですね。ここで留意したいのは、行政庁の専門的・技術的判断が

必要である場合においても、行政裁量が認められるかどうかは、個別の

行政法分野の行政目的や、行政処分の性質、専門的・技術的判断に至る

手続などによって、変わりうるということです。例えば、原子力発電所

（原子炉）の設置許可と公害患者に対する給付認定を比較すると、いず

れも専門的・技術的判断が必要であるものの、考慮すべき事情には違い

があると思いますが、具体的にはどのような違いがありますか。今、私

は２つの分野の例を挙げましたが、他の例を挙げても構いません。 

Ｂ：②            



Ａ：少し観点が変わる問題となりますが、産業廃棄物処理施設の設置許可

などでは、周辺住民が反対運動を起こしたりすることなどから、廃棄物

の処理及び清掃に関する法律の要件を満たしていても、行政庁が周辺

住民の同意を取り付けることを産業廃棄物処理業者に求めることがあ

るようです。法律に根拠がないものの、行政庁としては、産業廃棄物処

理業者が円満に事業を進められるよう、独自の指導要綱などを制定し

て、これに基づき周辺住民の同意の取付けを求め続ける一方、産業廃棄

物処理業者がこれを顧みることなく、あくまで廃棄物の処理及び清掃

に関する法律の要件を満たしているとして申請をした場合について、

この申請に対する不許可処分は許されますか。 

Ｂ：③            

Ａ：以上を踏まえた上で、立法のお手伝いをするに当たっては、行政庁の

裁量を事前に統制するなどして紛争を防ぎながら、事後に紛争になっ

てしまった場合に救済手段が確保されていることが重要ですね。例え

ば、産業廃棄物処理施設の設置許可申請に対する不許可処分の判断過

程において、考慮すべきでないことを考慮した違法があった場合、産業

廃棄物処理業者としては、どのような手段により司法救済を求めるこ

とが考えられますか。 

Ｂ：④            

  



参照条文 

〇廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45年法律第 137 号）（抄） 

 （目的） 

第一条 この法律は、廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、

保管、収集、運搬、再生、処分等の処理をし、並びに生活環境を清潔に

することにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目

的とする。 

 （許可の基準等） 

第十五条の二 都道府県知事は、前条第一項の許可の申請が次の各号の

いずれにも適合していると認めるときでなければ、同項の許可をして

はならない。 

 一 その産業廃棄物処理施設の設置に関する計画が環境省令で定める

技術上の基準に適合していること。 

 二 その産業廃棄物処理施設の設置に関する計画及び維持管理に関す

る計画が当該産業廃棄物処理施設に係る周辺地域の生活環境の保全

及び環境省令で定める周辺の施設について適正な配慮がなされたも

のであること。 

 三 申請者の能力がその産業廃棄物処理施設の設置に関する計画及び

維持管理に関する計画に従つて当該産業廃棄物処理施設の設置及び

維持管理を的確に、かつ、継続して行うに足りるものとして環境省令

で定める基準に適合するものであること。 

 四 申請者が第十四条第五項第二号イからヘまでのいずれにも該当し

ないこと。 

 

  ＜参考＞第十四条第五項第二号イからヘまで 

   二 申請者が次のいずれにも該当しないこと。 

    イ 第七条第五項第四号イからチまでのいずれかに該当する者 

    ロ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第二条第六号に規定

する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）又は暴力団員で

なくなつた日から五年を経過しない者（以下この号において「暴力団員等」

という。） 

    ハ 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代



理人がイ又はロのいずれかに該当するもの 

    ニ 法人でその役員又は政令で定める使用人のうちにイ又はロのいずれか

に該当する者のあるもの 

    ホ 個人で政令で定める使用人のうちにイ又はロのいずれかに該当する者

のあるもの 

    ヘ 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

 

２ 都道府県知事は、前条第一項の許可の申請に係る産業廃棄物処理施

設の設置によつて、ごみ処理施設又は産業廃棄物処理施設の過度の集

中により大気環境基準の確保が困難となると認めるときは、同項の許

可をしないことができる。 

３ 都道府県知事は、前条第一項の許可（同条第四項に規定する産業廃棄

物処理施設に係るものに限る。）をする場合においては、あらかじめ、

第一項第二号に掲げる事項について、生活環境の保全に関し環境省令

で定める事項について専門的知識を有する者の意見を聴かなければな

らない。 

４ 前条第一項の許可には、生活環境の保全上必要な条件を付すること

ができる。 

５ 〔略〕 


